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事業を超えた取り組み：
慈善活動と戦略的投資

ファミリービジネスは寄付のエコシステムにお
いて重要な役割を果たしていますが、次々と
起こる進展により、今年は慈善活動や戦略的
投資に劇的な変化が訪れており、寄付につい
てより慎重かつ戦略的に考慮する必要性が高
まっています1。

ファミリービジネスが新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）が招いた人道的危機との戦
いへの支援方法を評価するにつれて、パンデ
ミックの深刻さが慈善活動や投資判断の方向
を転換させています。例えば、2020年7月に
おいて、COVID-19と戦うための企業、機関、
個人富裕層による援助や補助金は、120億ド
ルを超えました 2。慈善寄付を追跡確認してい
る監視団体Candidによる世界的な評価によ
ると、企業やその財団法人、独立財団法人お
よび家族経営の財団法人による援助は、その
3/4を占めています3。

環境、社会、ガバナンス（ESG）に関する考察
の重要性の高まりが、企業をたびたび評価す
る上で幅広い視点を持つよう促しています。

世界的には、ESG原則を自身の投資ポート
フォリオに少なくとも1/4適用している個人投
資家と機関投資家の割合は、2017年の48%
から2019年には75%に急増しています4。
COVID-19をきっかけに、ESGに関する指標
は投資家にとってますます重要なものとなって
います。

目的に根差した事業を営む家族にとって、慈
善活動は、地域社会へのコミットメントと家族
が信じる理念を目に見える形で示すことがで
きます。適切に行われれば、この可視性は企
業の成長に役立ちます。目的主導型企業は、
より高いマーケットシェアを獲得し、競合他社
より成長速度が速く、より高い従業員満足度
を達成する傾向があります5。

逆に言うと、ファミリービジネスは、上場企業
と同じ規制や株主への対応、社内承認を得る
必要がない一方で、自社が支持する理念に対
する監視の目にさらされています。顧客やその
他のステークホルダーは、豊富な公開情報を
利用して、ファミリービジネスが公言する価値

を真に実践しているか否かを見定めています。
そして企業が公表したことと企業原則が一致
していなければ、その企業にペナルティを科し
ます6。

つい最近開催されたファミリービジネスフォー
ラムにおいてデロイトがファミリービジネスの
幹部を対象に調査を行ったところ、慈善的か
つ社会的なレガシーを生み出すことは、家族
が直面する最も重要で戦略的な長期的課題
の一つであると参加者は答えています7。

とりわけ現在のパンデミックのような危機的
な時期において、慈善活動は共通の目的の次
に家族の結束力を高めうるものではあります
が、効果的なガバナンスと連携を促すことが、
家族が慈善活動において明確な目標を定める
助けとなります。

また慈善活動は、家族の結束力を強める上で
重要な役割を果たしています。その理由として
は、家族のメンバー全員が経営または所有権
に関わっているわけではないため、そうしたメ
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ンバーに有意義な形で「家族ブランド」に貢献
する機会を与えることで、慈善活動における
戦略的な目標が家族の団結を高めるやりがい
のある方法になります。また、社会的責任と責
任投資がますます重要になっている次世代の
人々を引き付けるための強力な手段にもなり
得ます。また、家族による慈善活動は通常、役
員会と委員会で高度に構築化されているため、
将来、ファミリービジネスの経営者となる者に
とっては、理想的な教育の場となるかもしれま
せん。

社会的影響の土台作り
慈善活動を行う動機や目標を定義することは、
ファミリービジネスが利益を超えた目的を定
める上で重要な第一歩となります。

例えば、環境の持続可能性が、ファミリービジ
ネスの経営者が慈善活動に関する決定や投資
判断を評価する際の視点となる場合、受益者
や投資先が環境保全に明らかに重点を置いて
いると予想するのが妥当でしょう。さらに、こ
の種の投資を行っているファミリービジネスは、
戦略的投資の取り組みに説明責任の仕組み
が組み込まれていることを当然、想定するべ
きです。事業運営と同じように、家族は慈善活

動の投資収益率を理解する必要があります。

慈善活動や投資における戦略的な目標を評
価する際に考慮すべき事項は、以下のとおり
です。

• ファミリービジネスの経営者は、本質的価値
観に同調しているか？

• その本質的価値観は、容易にはっきりと表
現され、どこかに記載されているか？

• 家族・事業の価値観は一般に公開されてい
るか？

• 家族の価値観にもっとも一致している寄付・
支援とは何か？

• 戦略的投資の優先順位が家族の価値観、特
に経営者が持つ価値観と整合性を保てるこ
とをどのように保証するのか？

• 慈善活動の透明性をどのように確保するの
か？

• 戦略的投資によってどのように共通価値を
創出するのか？つまり、その投資は経済的価
値を生み出し、社会問題にも対処するもの
となるのか？

• 各投資がそれらの価値観を促すかを問い、
促さない場合は、その投資を見送ることを
進んで行っているか？
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